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半数以上の新入社員が 10 年以内の退職

を考えている！  

～マイナビ転職「2022 年卒新入社員の

意識調査」より  

 

 株式会社マイナビが、2022 年卒の新

入社員 800 人を対象にＷＥＢ上で「新

入社員の意識調査」を実施し、その結果

が公表されました。特に注目すべき項目

について取り上げます。  

◆今の会社を「３年以内に退職予定」は

28.3％、「10 年以内」では 51.0％  

 この割合は昨年とほぼ同じですが、こ

こ数年微増しています。最も多い理由に、

男性は「転職でキャリアアップしていき

たい」（33.9％）、女性は「ライフステー

ジ に 合 わ せ て 働 き 方 を 変 え た い 」

（43.6％）があげられます。  

「定年まで」と答えた割合は、18.5％

でした。  

◆65.0％が現在「働きがい」を感じてい

る  

 働きがいを感じる職場としてあげられ

たのは、「自身の成長を感じる」（55.6％）

が最も多く、次いで「誰か（顧客・同僚）

の役に立てた」（49.8％）、「褒められる、

労われる」（48.0％）と続きます。意外

にも、給料の項

目「自身の働き

に見合 う報酬

が得ら れてい

る」は 31.1％

と低め の結果

でした。  

 待遇よりも精神面での充実のほうが重

要視されているのかもしれません。  

 

企業のメンタルヘルス対策の取組状況  

 

◆長引くコロナ禍によるメンタルヘルス

の問題  

新型コロナの影響で、様々な面からメ

ンタルヘルスの問題が取り沙汰されるこ

とが増えてきました。長引くコロナ禍に

より不安や孤独を感じる人も多いのでは

ないでしょうか。働く人にとっては、労

働環境がガラッと変化したことで、メン

タルに影響を受けている人も少なくない

ようです。  

◆小規模の事業所では約半数で対策がと

られていない  

厚生労働省が公表した令和３年「労働

安全衛生調査（実態調査）」の結果によ

れば、メンタルヘルス対策に取り組んで

いる事業所の割合は、労働者数 50 人以

上の事業所で 94.4％（令和２年調査

92.8％）、30～49 人の事業所で 70.7％

（同 69.1％）、10～29 人の事業所で

49.6％（同 53.5％）となっています。  

取組内容（複数回答）をみると、「ス

トレスチェックの実施」がその大半を占

めており、実施が義務化されていない小

規模の事業所ではメンタルヘルス対策が

とられていない割合が約半数という結果

になっています。  

◆仕事や職業生活に関する強いストレス

がある人は５割  

また、同調査によれば、現在の仕事や
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職業生活に関して強い不安やストレスと

なっていると感じる事柄がある労働者の

割合は 53.3％（令和２年調査 54.2％）

となっています。ストレスとなっている

と感じるその内容（主なもの３つ以内）

としては、「仕事の量」が 43.2％で最

も多く、「仕事の失敗、責任の発生等」

（33.7％）、「仕事の質」（33.6％）、

「対人関係（セクハラ・パワハラを含

む。）」（25.7％）が続いています。  

◆実効性のある対策の必要性  

調査では、過去１年間にメンタルヘル

ス不調により連続１カ月以上休業した労

働者または退職した労働者がいた事業所

の割合は 10.1％（令和２年調査 9.2％）

との結果も出ています。  

実効性のあるメンタルヘルス対策を講

じていくことは、企業の人材確保の面で

も重要な課題であるといえるでしょう。  

【厚生労働省「令和３年  労働安全衛生

調査（実態調査）結果の概況」】  

https://www.mhlw.go.jp/toukei/list

/dl/r03-46-50_gaikyo.pdf 

 

受けさせっぱなしは NG！  

健康診断有所見者へは「受診勧奨」を！  

 

◆事業者にもメリットの多い「受診勧奨」 

 健康診断、「受けさせっぱなし」になっ

てはいませんか？  

「要再検査」「要精密検査」「要医療」

など有所見と判定された労働者に対して、

事業者は、「二次健康診断の対象となる労

働者を把握し、当該労働者に対して、二

次健康診断の受診を勧奨するとともに、

診断区分に関する医師の判定を受けた当

該二次健康診断の結果を事業者に提出す

るよう働きかけることが適当である」と

されています（厚生労働省「健康診断結

果に基づき事業者が講ずべき措置に関す

る指針」）。この受診勧奨をしなかったた

めに企業が安全配慮義務違反に問われた

事件もあり、注意を要します。  

また、病気が重症化する前に医療機関

を受診すれば、労働者の健康リスクは低

減されます。労働者に、健康に長い間働

き続けてもらうことができれば、企業の

生産性向上、ひいては業績向上にもつな

がるでしょう。  

近時は個人情報保護やプライバシーの

観点から受診勧奨を行わない企業も多い

ようですが、ぜひ積極的に行いたいもの

です。  

◆受診勧奨の方法  

口頭で医療機関の受診を促すこともあ

りますが、受診勧奨は、一般的には文書

で行うことが多いようです。受診勧奨文

書の例がウェブサイト等で公開されてい

ますので、参考にして作成するとよいで

しょう。  

◆勧奨しても受診しない労働者がいる場

合の対応  

受診勧奨を行っても、労働者が受診し

ないということも考えられます。安全配

慮義務の観点からは、万一に備え、企業

が義務履行のために最善を尽くしていた

という証拠を残しておくことが大切です。

たとえば、企業がどのような受診勧奨を

行ったのか、それに対し労働者がどのよ

うな理由で受診を拒否したのか、記録し

ておくことなど

が考えられるで

しょう。  

 

 

 

 

 

外国人技能実習制度見直しへ  

 

古川法務大臣は７月 29 日、技能実習制

度の見直しに向けた論点を発表しました。

年内にも政府の関係閣僚会議の下に有識

者会議を設置し、この論点をたたき台に

した具体的な見直しの議論に着手する方

針です。政府は抜本的な制度の見直しを

急ぎます。技能実習生を受け入れている

企業は、制度の見直しを待つまでもなく、

まずは法令違反を疑われるような実態が

ないかの自主点検も必要でしょう。  

https://www.mhlw.go.jp/toukei/list/dl/r03-46-50_gaikyo.pdf
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